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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリイソシアネート、酸基を有さないポリエーテルポリオール、及び酸基を有するジオ
ールのそれぞれに由来するユニットを有し、酸価が４０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１４０ｍｇＫ
ＯＨ／ｇ以下であるポリウレタン樹脂と、
　カーボンブラックと、
　下記一般式（１）で表される化合物、下記一般式（２）で表される化合物、及び下記一
般式（３）で表される化合物から選択される少なくとも１種の酸化防止剤と、
を含むことを特徴とするインク。
【化１】

（一般式（１）において、Ｒ１は炭素数１乃至２０のアルキル基である。）
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【化２】

（一般式（２）において、Ｒ２はメチレン基又はエチレン基である。）

【化３】

（一般式（３）において、Ｒ３は炭素数１乃至１６のアルキル基である。）
【請求項２】
　前記ポリウレタン樹脂の含有量（質量％）が、インク全質量を基準として、０．１質量
％以上１０．０質量％以下である請求項１に記載のインク。
【請求項３】
　前記カーボンブラックが、自己分散カーボンブラックである請求項１又は２に記載のイ
ンク。
【請求項４】
　前記カーボンブラックが、ホスホン酸基が直接又は他の原子団を介して表面に結合して
いる自己分散カーボンブラックである請求項１乃至３の何れか１項に記載のインク。
【請求項５】
　前記ホスホン酸基が直接又は他の原子団を介して表面に結合している自己分散カーボン
ブラックの表面電荷量が０．２５ｍｍｏｌ／ｇ以上０．４２ｍｍｏｌ／ｇ以下である請求
項４に記載のインク。
【請求項６】
　前記カーボンブラックの含有量（質量％）が、インクの全質量を基準として、０．１質
量％以上１５．０質量％以下である請求項１乃至５の何れか１項に記載のインク。
【請求項７】
　インク全質量を基準とした、前記ポリウレタン樹脂の含有量（質量％）が、前記カーボ
ンブラックの含有量（質量％）に対する質量比率で、０．０５倍以上２．００倍以下であ
る請求項１乃至６の何れか１項に記載のインク。
【請求項８】
　前記酸化防止剤が、前記一般式（３）で表される化合物である請求項１乃至７の何れか
１項に記載のインク。
【請求項９】
　前記酸化防止剤の含有量（質量％）が、インク全質量を基準として、１．０×１０－４

質量％以上５．０×１０－１質量％以下である請求項１乃至８の何れか１項に記載のイン
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ク。
【請求項１０】
　インク全質量を基準とした、前記酸化防止剤の含有量（質量％）が、前記ポリウレタン
樹脂の含有量（質量％）に対して、５．０×１０－３倍以上５．０×１０－２倍以下であ
る請求項１乃至９の何れか１項に記載のインク。
【請求項１１】
　更に、酸価が１００ｍｇＫＯＨ／ｇ以上２００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であるアクリル樹脂
を含有する請求項１乃至１０の何れか１項に記載のインク。
【請求項１２】
　前記アクリル樹脂の含有量（質量％）が、インク全質量を基準として、０．５質量％以
上３．０質量％以下である請求項１１に記載のインク。
【請求項１３】
　インク全質量を基準とした、前記アクリル樹脂の含有量（質量％）が、前記ポリウレタ
ン樹脂の含有量（質量％）に対する質量比率で、０．５倍以上２．０倍以下である請求項
１１又は１２に記載のインク。
【請求項１４】
　更に、数平均分子量が５００以上３，０００以下であるポリエチレングリコールを含有
する請求項１乃至１３の何れか１項に記載のインク。
【請求項１５】
　インク全質量を基準とした、前記ポリエチレングリコールの含有量（質量％）が、前記
ポリウレタン樹脂の含有量（質量％）に対する質量比率で、０．１倍以上２．０倍以下で
ある請求項１４に記載のインク。
【請求項１６】
　熱エネルギーの作用により記録ヘッドからインクを吐出するインクジェット記録方法に
用いられる請求項１乃至１５の何れか１項に記載のインク。
【請求項１７】
　インクを収容するインク収容部を有するインクカートリッジであって、前記インク収容
部に収容されたインクが、請求項１乃至１５の何れか１項に記載のインクであることを特
徴とするインクカートリッジ。
【請求項１８】
　熱エネルギーの作用により記録ヘッドからインクを吐出するインクジェット記録方法で
あって、
　前記インクが、
　ポリイソシアネート、酸基を有さないポリエーテルポリオール、及び酸基を有するジオ
ールのそれぞれに由来するユニットを有し、酸価が４０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１４０ｍｇＫ
ＯＨ／ｇ以下であるポリウレタン樹脂と、
　カーボンブラックと、
　下記一般式（１）で表される化合物、下記一般式（２）で表される化合物、及び下記一
般式（３）で表される化合物から選択される少なくとも１種の酸化防止剤と、
を含むことを特徴とするインクジェット記録方法。
【化４】

（一般式（１）において、Ｒ１は炭素数１乃至２０のアルキル基である。）
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【化５】

（一般式（２）において、Ｒ２はメチレン基又はエチレン基である。）

【化６】

（一般式（３）において、Ｒ３は炭素数１乃至１６のアルキル基である。）
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インク、かかるインクを有するインクカートリッジ、及びかかるインクを用
いたインクジェット記録方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、得られる画像の堅牢性を向上するために、ポリウレタン樹脂を添加したインクが
検討されている（特許文献１）。特許文献１には、自己分散カーボンブラックとポリエー
テルポリオールを構成成分として含むポリウレタン樹脂を含有するインクが記載されてい
る。
【０００３】
　一方、インクの保存安定性を向上させるために、酸化防止剤を含有するインクジェット
用インクが検討されている（特許文献２）。特許文献２には、顔料とエチレンオキサイド
構造を有する化合物を含有するインクに、汎用の酸化防止剤である２，６－ジ－ｔｅｒｔ
－ブチル－ｐ－クレゾール（ＢＨＴ）を含有することが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－１４４３５４号公報
【特許文献２】特開２００９－２８７０１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明者らの検討の結果、特許文献１に記載の自己分散カーボンブラックとポリエーテ
ルポリオールを構成ユニットとして有するポリウレタン樹脂を含有するインクは、長期に
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保存する前と後で、得られる画像の堅牢性が変化することが分かった。具体的には、長期
に保存した場合に、得られる画像の堅牢性が低下した。そこで、特許文献２を参考に、特
許文献１に記載のインクに汎用の酸化防止剤であるＢＨＴを用いたところ、インクを長期
に保存した場合の画像の堅牢性の低下は抑制されたが、インクに熱エネルギーを作用させ
て記録ヘッドから吐出させるインクジェット記録方法に用いた際に、インクの吐出安定性
が低かった。特に、高速で記録を行った場合に、インクの吐出安定性の低下が顕著であっ
た。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　したがって、本発明の目的は、長期に保存した場合でも得られる画像の堅牢性に優れ、
かつ、熱エネルギーの作用により記録ヘッドからインクを吐出するインクジェット記録方
法で、高速で記録を行った場合でも、吐出安定性が高いインクを提供することにある。ま
た、本発明の別の目的は、上記本発明のインクを有するインクカートリッジ及び上記本発
明のインクを用いたインクジェット記録方法を提供することにある。
【０００７】
　上記の目的は以下の本発明によって達成される。即ち、本発明のインクは、ポリイソシ
アネート、酸基を有さないポリエーテルポリオール、及び酸基を有するジオールのそれぞ
れに由来するユニットを有し、酸価が４０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１４０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下
であるポリウレタン樹脂と、カーボンブラックと、下記一般式（１）～（３）で表される
化合物から選択される少なくとも１種の酸化防止剤とを含むことを特徴とする。
【０００８】

【化１】

【０００９】
　（一般式（１）において、Ｒ１は炭素数１乃至２０のアルキル基である。）
【００１０】

【化２】

【００１１】
　（一般式（２）において、Ｒ２はメチレン基又はエチレン基である。）
【００１２】

【化３】

【００１３】
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　（一般式（３）において、Ｒ３は炭素数１乃至１６のアルキル基である。）
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、長期に保存した場合でも得られる画像の堅牢性に優れ、かつ、高いレ
ベルの吐出安定性を有するインクを提供することができる。また、本発明の別の実施態様
によれば、前記インクを用いたインクカートリッジ、及びインクジェット記録方法を提供
することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】インクジェット記録装置の機構部の斜視図である。
【図２】ヘッドカートリッジにインクカートリッジを装着する状態を示す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、好適な実施の形態を挙げて、本発明を詳細に説明する。一般的に、ポリウレタン
樹脂は、ポリイソシアネートと酸基を有するジオール、鎖延長剤などで構成されるハード
セグメントと、酸基を有さないポリオールなどで構成されるソフトセグメントの主に２つ
のセグメントを有する。ハードセグメントが強度に寄与し、ソフトセグメントが柔軟性に
主に寄与しており、両セグメントがミクロ相分離構造をとることで、ポリウレタン樹脂膜
は強度と柔軟性を併せ持った高い弾性を発現できる。そして、このような膜特性が画像の
堅牢性の発現に関連している。一方、ポリウレタン樹脂を含有するインクの吐出安定性は
、ポリウレタン樹脂の親水性と関連している。
【００１７】
　ポリウレタン樹脂の親水性を高めるには、ポリウレタン樹脂の酸価を大きくする方法が
ある。そして、ポリウレタン樹脂の酸価は、ポリウレタン樹脂中の酸基を有する化合物に
由来するユニットの量に依存する。したがって、ポリウレタン樹脂の酸価を大きくするに
は、ポリウレタン樹脂を合成する際に用いる酸基を有する化合物の使用量を増やす必要が
ある。ポリウレタン樹脂を合成する際に用いることが可能な酸基を有する化合物としては
、一般的に、（ａ）酸基を有するポリオール及び（ｂ）酸基を有するジオールが挙げられ
る。
【００１８】
　（ａ）酸基を有するポリオールとしては、例えば、カルボン酸変性ポリカプロラクトン
ジオールのような酸変性させたポリオールが挙げられる。しかし、酸基を有する化合物と
して酸基を有するポリオールのみを用いてポリウレタン樹脂を合成すると、画像の堅牢性
が低下してしまうことが分かった。この現象は、酸価が高い場合ではもちろんのこと、酸
価が低い場合、即ち、酸基を有するポリオールの使用量が少ない場合であっても、同様に
発生した。これは、酸基を有するポリオールを用いて合成したポリウレタン樹脂は、上記
ソフトセグメント中に酸基を有することで、強度と柔軟性のバランスが崩れてしまうから
であると考えられる。以上より、酸基を有する化合物として酸基を有するポリオールのみ
を用いて合成したポリウレタン樹脂をインクに使用しても、高いレベルのインクの吐出安
定性及び画像の堅牢性は得られないことが分かった。
【００１９】
　一方、（ｂ）酸基を有するジオールとしては、ジメチロールプロピオン酸（以下、ＤＭ
ＰＡとする）やジメチロールブタン酸（以下、ＤＭＢＡとする）が挙げられる。ポリウレ
タン樹脂の酸価を高めるために、ＤＭＰＡやＤＭＢＡの使用量を増加させるのに伴い、ヒ
ドロキシル基も多くなる。そのため、ＤＭＰＡやＤＭＢＡと同様にヒドロキシル基を持ち
イソシアネートと反応する、ポリオール成分の使用量は、ＤＭＰＡやＤＭＢＡの使用量の
増加に伴い相対的に減少させる必要がある。その結果、ソフトセグメントが減少し柔軟性
が低下するため、ポリウレタン樹脂膜は非常に剛直になり、得られる画像の堅牢性が低く
なってしまう。つまり、酸基を有するジオールを用いて酸価を高めたポリウレタン樹脂を
インクに使用すると、インクの吐出安定性は向上するが、画像の堅牢性が低くなることが
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分かった。
【００２０】
　以上の検討から、本発明者らは、インクの吐出安定性及び画像の堅牢性を両立させるた
めには、酸価の高低のみに着目してポリウレタン樹脂の親疎水性を制御するのではなく、
ポリウレタン樹脂に特有の構造であるハードセグメントとソフトセグメントという２つの
セグメント構造に着目して、ポリウレタン樹脂を設計する必要があることを見出した。
【００２１】
　これらの結果を受けて、本発明者らが種々のポリウレタン樹脂について検討を行ったと
ころ、ポリウレタン樹脂を合成する際に用いる酸基を有する化合物として、酸基を有する
ジオールを用いることが重要であると分かった。更に、酸基を有するジオールの使用量を
調整してポリウレタン樹脂の酸価を４０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１４０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下と
することと、ポリオールとして、酸基を有さないポリエーテルポリオールを用いることが
重要であるとの結論に至った。この理由を、以下に詳細に示す。
【００２２】
　一般的に、ポリウレタン樹脂を合成する際には、ポリオールとして、ポリエステルポリ
オール、ポリエーテルポリオール、ポリカーボネートジオール、ポリカプロラクトンポリ
オールなどが用いられる。これらの中でも、ポリエーテルポリオールは非常に柔軟性が高
い。したがって、ポリウレタン樹脂を合成する際に、酸基を有するジオールを用いたとし
ても、ポリエーテルポリオールで構成されるソフトセグメントは、上述したソフトセグメ
ントの減少による柔軟性の低下が起こりにくい。そのため、酸価を高めても、十分な柔軟
性を維持することができる。本発明者らが検討したところ、ポリウレタン樹脂の酸価が１
４０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であれば、十分に柔軟性を維持でき、高い画像の堅牢性が達成で
きることが分かった。一方、ポリウレタン樹脂の酸価が４０ｍｇＫＯＨ／ｇ未満では、イ
ンクの吐出安定性が低くなってしまう。以上よりポリエーテルポリオール及び酸基を有す
るジオールを用いる場合は、ポリウレタン樹脂の酸価は４０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１４０ｍ
ｇＫＯＨ／ｇ以下である必要がある。
【００２３】
　これまで述べてきた構成のポリウレタン樹脂を用いることで、インクの吐出安定性と画
像の堅牢性が著しく向上することが分かった。しかし、本発明者らが検討した結果、この
ようなポリウレタン樹脂を含有するインクを長期に保存した場合に、得られる画像の堅牢
性が低下することが分かった。本発明者らがこの理由を詳細に検討したところ、上記のポ
リウレタン樹脂を構成するポリエーテルポリオールに由来するユニットのエーテル結合が
、インク中の溶存酸素や光・熱によって開裂することで、ポリウレタン樹脂の分子量が小
さくなることが原因であることが分かった。具体的に、上記ポリウレタン樹脂の分子量の
低下は以下のような反応機構により生じていると本発明者らは推察している。まず、ポリ
ウレタン樹脂を構成するポリエーテルポリオールに由来するユニットのエーテル結合がイ
ンク中の溶剤酸素により酸化され、過酸化物へ変化する。このとき、インク中に存在する
金属イオンが触媒作用を示すことで、酸化反応が促進される。エーテル結合の酸化反応に
よって生じた過酸化物は、不安定であるため、光・熱によって開裂し、ラジカルを発生す
る。このラジカルによって、更に、周囲のポリウレタン樹脂の分解反応が起き、新たなラ
ジカルを発生する。このようなラジカル発生反応が連鎖的に起きることで、インク中のポ
リウレタン樹脂の分子量が小さくなってしまう。
【００２４】
　そこで、本発明者らは、長期保存時のポリウレタン樹脂の分子量の低下を抑制するため
に、上記エーテル結合の分裂やその後の分解反応で生じたラジカルを捕捉することができ
る酸化防止剤をインクに使用して検討を行った。その結果、長期保存時の画像の堅牢性の
低下は抑制されたが、熱エネルギーの作用により記録ヘッドからインクを吐出するインク
ジェット記録方法に用いた際に、記録ヘッドのヒーターボードに黒色の付着物（以下、コ
ゲともいう）が発生し、インクの吐出安定性が低下する場合があった。本発明者らが、こ
のコゲについて詳細に検討を行ったところ、このコゲはカーボンブラックと酸化防止剤を
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組合せて用いた場合に特異的に発生することを見出した。このコゲの発生のメカニズムは
以下の通りである。
【００２５】
　インクに熱エネルギーが加えられた際に、カーボンブラックの分散に寄与している化合
物（親水性基を有する化合物や樹脂分散剤）の一部が分解し、カーボンブラックの分散状
態が不安定化し、凝集する。このとき、インク中に酸化防止剤が存在すると、一部の酸化
防止剤は疎水性相互作用によりカーボンブラックに吸着しているため、カーボンブラック
の凝集物中に酸化防止剤が存在する状態となる。この状態で、インクに熱エネルギーが加
えられると、熱エネルギーによって粘稠性を示しやすい酸化防止剤が、凝集したカーボン
ブラック同士の密着性を強固にする。その結果、記録ヘッドのヒーターボード上に、強固
なカーボンブラックの凝集物が堆積し、これがコゲとなることでインクの吐出安定性が低
下すると考えられる。
【００２６】
　そこで本発明者らが、ポリウレタン樹脂の分子量の低下を抑制でき、更に、カーボンブ
ラックと共に用いても上記コゲを発生させないような酸化防止剤について検討を行った結
果、下記一般式（１）～（３）で表される化合物が有効であることを見出した。
【００２７】
【化４】

【００２８】
　（一般式（１）において、Ｒ１は炭素数１乃至２０のアルキル基である。）
【００２９】
【化５】

【００３０】
　（一般式（２）において、Ｒ２はメチレン基又はエチレン基である。）
【００３１】
【化６】

【００３２】
　（一般式（３）において、Ｒ３は炭素数１乃至１６のアルキル基である。）
　本発明者らの検討によると、上記一般式（１）～（３）で表される化合物と構造が類似
する、その他の酸化防止剤を用いても、上記本発明の効果は得られなかった。
【００３３】
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　以上のメカニズムのように、各構成が相乗的に効果を及ぼし合うことによって、本発明
の効果を達成することが可能となる。
【００３４】
　［インク］
　以下、本発明のインクを構成する各成分について、それぞれ説明する。
【００３５】
　＜ポリウレタン樹脂＞
　本発明のインクに使用するポリウレタン樹脂について、以下に詳細に示す。
【００３６】
　（ポリイソシアネート）
　本発明において「ポリイソシアネート」とは、２つ以上のイソシアネート基を有する化
合物を意味する。本発明に用いることができるポリイソシアネートとしては、具体的に、
脂肪族ポリイソシアネート、脂環族ポリイソシアネート、芳香族ポリイソシアネート、芳
香脂肪族ポリイソシアネートが挙げられる。ポリウレタン樹脂に占める、ポリイソシアネ
ートに由来するユニットの割合（質量％）は、１０質量％以上８０質量％以下であること
が好ましい。
【００３７】
　脂肪族ポリイソシアネートとしては、テトラメチレンジイソシアネート、ドデカメチレ
ンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、２，２，４－トリメチルヘキサ
メチレンジイソシアネート、２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、
リジンジイソシアネート、２－メチルペンタン－１，５－ジイソシアネート、３－メチル
ペンタン－１，５－ジイソシアネートが挙げられる。脂環族ポリイソシアネートとしては
、イソホロンジイソシアネート、水素添加キシリレンジイソシアネート、ジシクロヘキシ
ルメタン４，４’－ジイソシアネート、１，４－シクロヘキサンジイソシアネート、メチ
ルシクロヘキシレンジイソシアネート、１，３－ビス（イソシアネートメチル）シクロヘ
キサンが挙げられる。芳香族ポリイソシアネートとしては、トリレンジイソシアネート、
２，２’－ジフェニルメタンジイソシアネート、２，４’－ジフェニルメタンジイソシア
ネート、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、４，４’－ジベンジルジイソシ
アネート、１，５－ナフチレンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、１，３
－フェニレンジイソシアネート、１，４－フェニレンジイソシアネートが挙げられる。芳
香脂肪族ポリイソシアネートとしては、ジアルキルジフェニルメタンジイソシアネート、
テトラアルキルジフェニルメタンジイソシアネート、α，α，α，α－テトラメチルキシ
リレンジイソシアネートが挙げられる。これらのポリイソシアネートは、必要に応じて１
種又は２種以上を用いることができる。本発明においては、上記ポリイソシアネートの中
でも、イソホロンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、及びジシクロヘ
キシルメタン４，４’－ジイソシアネートから選択される少なくとも１種を用いることが
好ましい。
【００３８】
　（酸基を有さないポリエーテルポリオール）
　本発明のインクに用いるポリウレタン樹脂は、酸基を有さないポリエーテルポリオール
に由来するユニットを有する。ポリウレタン樹脂に占める、酸基を有さないポリエーテル
ポリオールに由来するユニットの割合（質量％）は、０．１質量％以上８０．０質量％以
下であることが好ましい。また、酸基を有さないポリエーテルポリオールのＧＰＣにより
得られるポリスチレン換算の数平均分子量は、４５０以上４，０００以下であることが好
ましい。尚、本発明において、酸基を有さないポリエーテルポリオールと共に、更に、ポ
リエーテルポリオール以外の酸基を有さないポリオールを用いてポリウレタン樹脂を合成
してもよい。その場合は、ポリウレタン樹脂中の全ての酸基を有さないポリオールに由来
するユニットに占める、酸基を有さないポリエーテルポリオールに由来するユニットの割
合（ｍｏｌ％）が、８０ｍｏｌ％以上１００ｍｏｌ％以下であることが好ましい。尚、ひ
まし油変性ポリオールは、インクの吐出安定性の観点から、用いないことが好ましい。
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【００３９】
　ポリエーテルポリオールとしては、例えば、ポリアルキレングリコール、及び、アルキ
レンオキサイドと２価アルコール又は３価以上の多価アルコールとの付加重合物が挙げら
れる。ポリアルキレングリコールとしては、ポリエチレングリコール、ポリプロピレング
リコール、ポリテトラメチレングリコール、ポリ（１，２－ブチレングリコール）、ポリ
（１，３－ブチレングリコール）、エチレングリコール－プロピレングリコール共重合体
が挙げられる。前記２価アルコールとしては、ヘキサメチレングリコール、テトラメチレ
ングリコール、エチレングリコール、ジエチレングリコール、プロピレングリコール、ジ
プロピレングリコール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、４，４’－
ジヒドロキシフェニルプロパン、４，４’－ジヒドロキシフェニルメタンが挙げられる。
３価以上の多価アルコールとしては、グリセリン、トリメチロールプロパン、１，２，５
－ヘキサントリオール、１，２，６－ヘキサントリオール、ペンタエリスリトールが挙げ
られる。アルキレンオキサイドとしては、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、
ブチレンオキサイド、α－オレフィンオキサイドが挙げることができる。これらのポリエ
ーテルポリオールは、必要に応じて１種又は２種以上を用いることができる。
【００４０】
　本発明においては、上記酸基を有さないポリエーテルポリオールが、ポリエチレングリ
コール、ポリプロピレングリコール、ポリ（１，２－ブチレングリコール）、及びポリ（
１，３－ブチレングリコール）から選ばれる少なくとも１種を含むことが好ましい。これ
らのポリエーテルポリオールを用いると、ポリウレタン樹脂の強度及び柔軟性が増し、親
水性が高くなることで、画像の堅牢性、インクの吐出安定性が更に向上することが確認さ
れた。ポリウレタン樹脂中のポリエーテルポリオールに由来するユニット全量に占める、
ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリ（１，２－ブチレングリコー
ル）及びポリ（１，３－ブチレングリコール）に由来するユニットの割合（ｍｏｌ％）が
、８０ｍｏｌ％以上１００ｍｏｌ％以下であることが好ましい。特に、酸基を有さないポ
リエーテルポリオールがポリプロピレングリコールを含むことがより好ましい。これは、
ポリプロピレングリコールを用いると、ポリウレタン樹脂膜の強度と柔軟性のバランスが
良くなることによると考えられる。
【００４１】
　（酸基を有するジオール）
　本発明のインクに用いるポリウレタン樹脂は、酸基を有するジオールに由来するユニッ
トを有する。本発明において、酸基を有するジオールとは、カルボキシル基、スルホン酸
基、リン酸基などの酸基を有するジオールを意味する。酸基を有するジオールは、Ｌｉ、
Ｎａ、Ｋなどのアルカリ金属塩や、アンモニア、ジメチルアミンなどの有機アミン塩の形
態で存在してもよい。酸基を有するジオールとしては、ジメチロールプロピオン酸及びジ
メチロールブタン酸を用いることが好ましい。これらは、必要に応じて１種又は２種を用
いることができる。ポリウレタン樹脂に占める、酸基を有するジオールに由来するユニッ
トの割合（質量％）は、５．０質量％以上４０．０質量％以下であることが好ましい。
【００４２】
　（鎖延長剤）
　本発明においては、ポリウレタン樹脂を合成する際に鎖延長剤を使用してもよい。鎖延
長剤は、ウレタンプレポリマーのポリイソシアネートユニットのうち、ウレタン結合を形
成しなかった残存イソシアネート基と反応する化合物である。鎖延長剤としては、例えば
、トリメチロールメラミン及びその誘導体、ジメチロールウレア及びその誘導体、ジメチ
ロールエチルアミン、ジエタノールメチルアミン、ジプロパノールエチルアミン、ジブタ
ノールメチルアミン、エチレンジアミン、プロピレンジアミン、ジエチレントリアミン、
ヘキシレンジアミン、トリエチレンテトラミン、テトラエチレンペンタミン、イソホロン
ジアミン、キシリレンジアミン、ジフェニルメタンジアミン、水素添加ジフェニルメタン
ジアミン、ヒドラジンなどの多価アミン化合物、ポリアミドポリアミン、ポリエチレンポ
リイミンが挙げられる。また、エチレングリコール、プロピレングリコール、１，３－プ
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ロパンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタン
ジオール、１，６－ヘキサンジオール、ネオペンチルグリコール、ジエチレングリコール
、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコール、ジプロピレングリコール、トリ
プロピレングリコール、ポリエチレングリコール、３－メチル－１，５－ペンタンジオー
ル、２－ブチル－２－エチル－１，３－プロパンジオール、１，４－シクロヘキサンジオ
ール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、水素添加ビスフェノールＡ、グリセリン、
トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトールが挙げられる。これらの鎖延長剤は、必
要に応じて１種又は２種以上を用いることができる。
【００４３】
　（ポリウレタン樹脂の特性）
　本発明において、ポリウレタン樹脂の含有量（質量％）は、インク全質量を基準として
、０．１質量％以上１０．０質量％以下であることが好ましい。０．１質量％より小さい
と、画像の堅牢性の向上効果が十分に得られない場合がある。また、１０．０質量％より
大きいと、インクの吐出安定性の向上効果が十分に得られない場合がある。
【００４４】
　また、インク中の前記ポリウレタン樹脂の含有量（質量％）が、顔料のインク全質量を
基準とした含有量（質量％）に対して、質量比率で０．０５倍以上２．００倍以下である
ことが好ましい。上記の質量比率で０．０５倍より小さいと、画像の堅牢性の向上効果が
十分に得られない場合がある。また、上記の質量比率で２．００倍より大きいと、インク
の吐出安定性の向上効果が十分に得られない場合がある。
【００４５】
　本発明のインクに用いるポリウレタン樹脂のＧＰＣにより得られるポリスチレン換算の
重量平均分子量（Ｍｗ）は、３０，０００より大きく１５０，０００以下であることが好
ましい。３０，０００以下であると、ポリウレタン樹脂の強度が低くなり、画像の堅牢性
の向上効果が十分に得られない場合がある。１５０，０００より大きいと、インクの粘度
が上昇し易く、インクの吐出安定性の向上効果が十分に得られない場合がある。
【００４６】
　（ポリウレタン樹脂の合成方法）
　本発明におけるポリウレタン樹脂の合成方法は、従来、一般的に用いられている方法を
何れも用いることができる。例えば、以下の方法が挙げられる。ポリイソシアネート、酸
基を有さないポリオール、酸基を有するジオールを反応させ、分子末端にイソシアネート
基を有するウレタンプレポリマーを合成する。その後、中和剤により、上記ウレタンプレ
ポリマー中の酸基を中和する。ついで、この中和ウレタンプレポリマーを、鎖延長剤を含
有する水溶液中に投入して反応させた後、系内に有機溶剤を含有する場合はそれを除去し
て得ることができる。
【００４７】
　（ポリウレタン樹脂の分析方法）
　ポリウレタン樹脂の分析は、インクの状態でも行うことができるが、ポリウレタン樹脂
を抽出しておくと、精度がより高まる。具体的には、インクを８０，０００ｒｐｍで遠心
分離し、固形分以外の溶液を塩酸などで酸析し、乾燥させたサンプルを用いる。このサン
プル中には、ポリウレタン樹脂が含まれるため、このサンプルを用いて、以下の方法によ
り、ポリウレタン樹脂の組成、酸価、分子量を分析することができる。
【００４８】
　（１）ポリウレタン樹脂の組成
　上記で得られたサンプルを重水素化ジメチルスルホキシド（重ＤＭＳＯ）に溶解し、プ
ロトン核磁気共鳴法（１Ｈ－ＮＭＲ）やカーボン核磁気共鳴法（１３Ｃ－ＮＭＲ）により
測定することで得られる化学シフトのピークの位置や、上記で得られたサンプルを熱分解
ガスクロマトグラフィーにより測定することで、ポリウレタン樹脂の組成（ポリイソシア
ネート、酸基を有さないポリエーテルポリオール、酸基を有するジオールの種類）を確認
できる。更に、それぞれの化学シフトのピークの積算値の比から、それぞれの組成比を算
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出することができる。このようにして酸基を有さないポリエーテルポリオールの種類が分
かれば、その数平均分子量を算出することができる。
【００４９】
　（２）ポリウレタン樹脂の酸価の測定方法
　ポリウレタン樹脂の酸価は滴定法により測定することができる。後述の実施例において
は、樹脂をＴＨＦに溶解し、電位差自動滴定装置ＡＴ５１０（京都電子工業製）を用いて
、水酸化カリウムエタノール滴定液によって電位差滴定することで酸価を測定した。
【００５０】
　（３）ポリウレタン樹脂の平均分子量の測定方法
　ポリウレタン樹脂の重量平均分子量はＧＰＣにより測定することができる。後述の実施
例において、ＧＰＣ測定は、装置：Ａｌｌｉａｎｃｅ　ＧＰＣ　２６９５（Ｗａｔｅｒｓ
製）、カラム：Ｓｈｏｄｅｘ　ＫＦ－８０６Ｍの４連カラム（昭和電工製）、検出器：Ｒ
Ｉ（屈折率）を用いて行い、ポリスチレン標準試料として、ＰＳ－１及びＰＳ－２（Ｐｏ
ｌｙｍｅｒ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓ製）を用いて平均分子量を算出した。
【００５１】
　＜一般式（１）～（３）で表される化合物＞
　本発明のインクは、下記一般式（１）～（３）で表される化合物から選択される少なく
とも１種を含有する。
【００５２】
【化７】

【００５３】
　一般式（１）において、Ｒ１は炭素数１乃至２０のアルキル基である。アルキル基は直
鎖でも分岐でもよい。更には、Ｒ１は炭素数５乃至１０のアルキル基であることが好まし
い。一般式（１）で表される化合物としては、４－［［４，６－ビス（オクチルチオ）－
１，３，５－トリアジン－２－イル］アミノ］－２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノー
ル（製品名：ＩＲＧＡＮＯＸ５６５（ＢＡＳＦ製）；一般式（１）において、Ｒ１がＣ８

Ｈ１７である。）などが挙げられる。
【００５４】
【化８】

【００５５】
　一般式（２）において、Ｒ２はメチレン基又はエチレン基である。一般式（２）で表さ
れる化合物としては、１，３，５－トリス［［３，５－ビス（１，１－ジメチルエチル）
－４－ヒドロキシフェニル］メチル］－１，３，５－トリアジン－２，４，６（１Ｈ，３
Ｈ、５Ｈ）－トリオン（製品名：ＩＲＧＡＮＯＸ３１１４（ＢＡＳＦ製）；一般式（２）
において、Ｒ２がメチレン基である。）などが挙げられる。
【００５６】
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【化９】

【００５７】
　一般式（３）において、Ｒ３は炭素数１乃至１６のアルキル基である。アルキル基は直
鎖でも分岐でもよい。更には、Ｒ３は炭素数７乃至９の分岐アルキル基であることが好ま
しい。一般式（３）で表される化合物としては、オクチル－３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチ
ル－４－ヒドロキシ－ヒドロ肉桂酸（製品名：ＩＲＧＡＮＯＸ１１３５（ＢＡＳＦ製）；
一般式（３）において、Ｒ３が分岐したＣ８Ｈ１７である。）などが挙げられる。
【００５８】
　一般式（１）～（３）で表される化合物の含有量（質量％）は、インク全質量を基準と
して、１．０×１０－４質量％以上５．０×１０－１質量％以下であることが好ましい。
更には、１．０×１０－３質量％以上２．０×１０－１質量％以下であることがより好ま
しい。１．０×１０－４質量％より小さいと、長期保存時の画像の堅牢性の向上効果が十
分に得られない場合がある。５．０×１０－１質量％より大きいと、インクの吐出安定性
の向上効果が十分に得られない場合がある。
【００５９】
　また、インク全質量を基準とした、一般式（１）～（３）で表される化合物の含有量（
質量％）は、ポリウレタン樹脂の含有量（質量％）に対して、１．０×１０－３倍以上で
あることが好ましい。
更には、１．０×１０－１倍以下であることがより好ましい。５．０×１０－３倍以上５
．０×１０－２倍以下であることが特に好ましい。５．０×１０－３倍より小さいと、長
期保存時の画像の堅牢性の向上効果が十分に得られない場合がある。５．０×１０－２倍
より大きいと、インクの吐出安定性の向上効果が十分に得られない場合がある。
【００６０】
　（一般式（１）～（３）で表される化合物の分析方法）
　インク中に一般式（１）～（３）で表される化合物を含むか否かは、以下の方法により
分析することができる。具体的には、インクを８０，０００ｒｐｍで遠心分離し、固形分
以外の溶液を塩酸などで酸析し、乾燥させることで得た上記サンプルを熱分解ガスクロマ
トグラフィーにより測定することで、一般式（１）～（３）で表される化合物を含むか否
か、及び、その構造を特定することができる。また、上記で得られたサンプルを重ＤＭＳ
Ｏに溶解し、カーボン核磁気共鳴法（１３Ｃ－ＮＭＲ）により、一般式（１）～（３）で
表される化合物及びポリウレタン樹脂の化学シフトのピークの積算値の比を測定すること
から、一般式（１）～（３）で表される化合物とポリウレタン樹脂の含有量の比率を算出
することができる。
【００６１】
　＜カーボンブラック＞
　本発明において、インク中のカーボンブラックの含有量（質量％）は、インクの全質量
を基準として、０．１質量％以上１５．０質量％以下であることが好ましい。更には、１
．０質量％以上１０．０質量％以下であることが好ましい。
【００６２】
　また、本発明において、インクに使用するカーボンブラックの平均粒径（体積基準の平
均粒径Ｄ５０）は、５０ｎｍ以上１５０ｎｍ以下であることが好ましい。尚、後述する実
施例においては、マイクロトラックＵＰＡ－ＥＸ１５０（日機装製）を用いて顔料の平均
粒径の測定を行った。
【００６３】
　本発明に用いるインクに使用するカーボンブラックは、従来、インクジェット用のイン
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クに一般的に用いられているものを何れも用いることができる。具体的には、ファーネス
ブラック、アセチレンブラック、チャンネルブラック、サーマルブラック、ランプブラッ
クが挙げられる。更に具体的には、下記に挙げるような市販のカーボンブラックを用いる
ことができる。例えば、レイヴァン：７０００、５７５０、５２５０、５０００ＵＬＴＲ
Ａ、３５００、２０００、１５００、１２５５、１２５０、１２００、１１９０ＵＬＴＲ
Ａ－ＩＩ、１１７０（コロンビア製）；モナク：７００、８００、８８０、９００、１０
００、１１００、１３００、１４００、２０００（以上、キャボット製）；ブラックパー
ルズ：８８０、８００、Ｌ（キャボット製）；カラーブラックＦＷ１、ＦＷ２、ＦＷ２Ｖ
、ＦＷ１８、ＦＷ２００、Ｓ１５０、Ｓ１６０、Ｓ１７０（以上、デグッサ製）；プリン
テックス：８５、９５、１４０Ｕ、１４０Ｖ、Ｕ、Ｖ（以上、デグッサ製）；スペシャル
ブラック：６、５、４Ａ、４（以上、デグッサ製）；Ｎｏ．９００、Ｎｏ．１０００、Ｎ
ｏ．２２００Ｂ、Ｎｏ．２３００、Ｎｏ．２３５０、Ｎｏ．２４００Ｒ、ＭＣＦ－８８（
以上、三菱化学製）が挙げられる。無論、本発明のために新たに調製したカーボンブラッ
クを用いることもできる。
【００６４】
　（カーボンブラックの分散方法）
　本発明において、カーボンブラックの分散方法としては、具体的には、分散剤として樹
脂を用いる樹脂分散タイプのカーボンブラック（樹脂分散剤を使用した樹脂分散カーボン
ブラック、カーボンブラック粒子の表面を樹脂で被覆したマイクロカプセルカーボンブラ
ック）や、カーボンブラック粒子の表面に親水性基が直接又は他の原子団を介して結合し
ている自己分散タイプのカーボンブラック（カーボンブラック粒子の表面に親水性基が結
合した親水性基修飾型自己分散カーボンブラック、カーボンブラック粒子の表面に親水性
基を有する樹脂が結合した樹脂結合型自己分散カーボンブラック）が挙げられる。無論、
分散方法の異なるカーボンブラックを併用することも可能である。本発明において、自己
分散タイプのカーボンブラックを用いる方が、長期保存時の画像の堅牢性の向上効果の観
点から好ましい。この理由を以下に詳述する。
【００６５】
　自己分散タイプのカーボンブラックは、樹脂分散タイプのカーボンブラックと比較して
立体障害が小さい。したがって、インク中にポリウレタン樹脂と共に自己分散タイプのカ
ーボンブラックを含有した場合、一部のポリウレタン樹脂は顔料粒子の近傍に存在するこ
とができる。このようなインクにおいては、上記エーテル結合の分裂や、その後の分解反
応で生じたラジカルが、カーボンブラック粒子の表面と反応するため、上記ラジカル発生
反応が連鎖的に起きにくく、長期保存時のポリウレタン樹脂の分子量の低下が抑制される
。その結果、長期保存時の画像の堅牢性が向上すると考えられる。
【００６６】
　本発明において、樹脂分散タイプのカーボンブラックを用いる場合は、分散剤として用
いる樹脂は親水性部位と疎水性部位を共に有することが好ましい。具体的には、アクリル
酸やメタクリル酸などカルボキシル基を有するモノマー及びスチレンなどの芳香族基を有
するモノマーを用いて重合したアクリル樹脂などが挙げられる。本発明において、樹脂分
散カーボンブラックを用いる場合は、樹脂の酸価は９０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上２００ｍｇＫ
ＯＨ／ｇ以下であることが好ましい。樹脂のＧＰＣにより得られるポリスチレン換算の重
量平均分子量（Ｍｗ）は、１，０００以上１５，０００以下であることが好ましい。また
、インク中の樹脂の含有量（質量％）は、インク全質量を基準として、０．５質量％以上
５．０質量％以下であることが好ましい。
【００６７】
　本発明において、自己分散カーボンブラックを用いる場合は、カーボンブラック表面に
直接、又は、他の原子団（－Ｒ－）を介して、親水性基が化学的に結合しているものを用
いることができる。親水性基としては、例えば、ＣＯＯＭ基、ＳＯ３Ｍ基、ＰＯ３ＨＭ基
、ＰＯ３Ｍ２基、ＳＯ２ＮＨ２基、及びＳＯ２ＮＨＣＯＲ基が挙げられる。尚、上記式中
、Ｍは、水素原子、アルカリ金属、アンモニウム、又は有機アンモニウムである。本発明
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においては、親水性基が、ＰＯ３ＨＭ基、ＰＯ３Ｍ２基のようなホスホン酸基であること
が、長期保存時の画像の堅牢性の向上効果の観点から好ましい。これは、インク中で多価
のアニオンとして存在し得るホスホン酸基が、上記エーテル結合の分裂反応において触媒
として働くインク中の金属イオンを引きつけることで、分裂反応が促進されるのを抑制す
る効果があるためと考えられる。中でも、ホスホン酸基が、－ＣＱ（ＰＯ３Ｍ２）２の構
造を有することがより好ましい。上記式中のＱは、水素原子、Ｒ’、ＯＲ’、ＳＲ’、又
はＮＲ’２であり、Ｒ’はそれぞれ独立に、水素原子、アルキル基、アシル基、アラルキ
ル基、又はアリール基である。具体的に、アルキル基としてはメチル基、エチル基；アシ
ル基としてはアセチル基、ベンゾイル基；アラルキル基としてはベンジル基；アリール基
としてはフェニル基、ナフチル基がそれぞれ挙げられる。本発明においては、これらの中
でも、Ｒ’が水素原子である－ＣＨ（ＰＯ３Ｍ２）２が特に好ましい。また、前記他の原
子団（－Ｒ－）としては、アミド基、アミノ基、ケトン基、エステル基、エーテル基、炭
素原子数１乃至１２のアルキレン基、置換若しくは非置換のフェニレン基、又は置換若し
くは非置換のナフチレン基が挙げられる。本発明においては、これらの中でも－Ｒ－が－
Ｃ６Ｈ４－ＣＯＮＨ－（ベンズアミド構造）を含むことが好ましい。　
【００６８】
　更に、本発明者らが検討を行ったところ、ホスホン酸基が直接又は他の原子団を介して
表面に結合している自己分散顔料の表面電荷量が０．２５ｍｍｏｌ／ｇ以上０．４２ｍｍ
ｏｌ／ｇ以下のとき、上記長期保存時のポリウレタン樹脂の分子量の低下を抑制する効果
がより顕著に得られるのに加え、長期保存時の顔料の分散安定性が向上し、顔料の凝集が
抑制されることが分かった。表面電荷量が０．２５ｍｍｏｌ／ｇより小さいと、顔料の分
散安定性が十分でない場合がある。また、表面電荷量が０．４２ｍｍｏｌ／ｇより大きい
と、顔料の分散安定性は高くなるが、長期保存時の画像の堅牢性の向上効果が十分に得ら
れない場合がある。
【００６９】
　（顔料の分析方法）
本発明において、インクに含まれる顔料が自己分散タイプであるか否かを検証する方法は
以下の通りである。具体的には、インクを酸析させた後、遠心分離し沈殿物を採取する。
顔料分散体の場合は、顔料分散体を酸析した後、沈殿物を採取する。採取した沈殿物を、
シャーレに取り水を流し込み、撹拌し再分散させる。１日放置後に、シャーレに沈殿物が
生じず、顔料が分散していれば自己分散タイプの顔料であると判断する。
【００７０】
　また、インクに含まれるカーボンブラックが自己分散タイプである場合、その親水性基
がホスホン酸基であるか否かは、ＩＣＰ発光分析装置により検証することができる。具体
的には、ＩＣＰ発光分析装置を用いて、リン元素が確認されれば、ホスホン酸基を有する
と判断する。
【００７１】
　また、本発明において、カーボンブラックの表面電荷量はコロイド滴定により求める。
後述する実施例においては、流動電位滴定ユニット（ＰＣＤ－５００）を搭載した電位差
自動滴定装置（ＡＴ－５１０；京都電子工業製）を用い、電位差を利用したコロイド滴定
により、顔料分散液中の顔料の表面電荷量を測定した。この際、滴定試薬としてメチルグ
リコールキトサンを用いた。尚、インクから適切な方法により抽出した顔料を用いて表面
電荷量の測定を行うことも勿論可能である。また、必要に応じて、インク中の顔料濃度を
水で調整してもよい。
【００７２】
　＜アクリル樹脂＞
　本発明のインクは、インクの吐出安定性の観点から、更にアクリル樹脂を含有すること
が好ましい。尚、以下「（メタ）アクリル酸」、「（メタ）アクリレート」と記載した場
合は、それぞれ「アクリル酸、メタクリル酸」、「アクリレート、メタクリレート」を示
すものとする。
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【００７３】
　本発明においては、熱エネルギーによって酸化防止剤が粘稠性を示すことで、凝集した
カーボンブラック同士の密着性が強固になり、その結果インクの吐出安定性が低下するこ
とは、上述の通りである。しかしながら、そもそもポリウレタン樹脂自体もある程度の粘
度を有するため、上記凝集したカーボンブラック同士を密着させる作用を有する。これは
、ポリウレタン樹脂は、水素原子と窒素原子間の水素結合による分子間相互作用が強いた
め、粘性が非常に高いためである。本発明者らが検討したところ、このようなインクにア
クリル樹脂を更に含有すると、上記カーボンブラックの付着物に、ポリウレタン樹脂だけ
でなく、ポリウレタン樹脂と比較して粘性が低いアクリル樹脂も物理吸着するため、上記
ポリウレタン樹脂によるカーボンブラック同士の密着作用が弱まり、インクの吐出安定性
が向上することが分かった。したがって、本発明においては、更にアクリル樹脂を用いる
ことが好ましい。
【００７４】
　本発明において、「アクリル樹脂」とは、（メタ）アクリル酸や（メタ）アクリル酸ア
ルキルエステルをモノマーとして用いた重合体である。本発明においては、（メタ）アク
リル酸や（メタ）アクリル酸アルキルエステルとその他のモノマーの共重合体であっても
よい。（メタ）アクリル酸や（メタ）アクリル酸アルキルエステルと共重合するその他の
モノマーとしては、公知のものを何れも使用することができる。中でも、スチレン、α－
メチルスチレン、フェニル酢酸ビニル、ベンジル（メタ）アクリレート、２－フェノキシ
エチル（メタ）アクリレートなどのアリール基を有するα，β－エチレン性不飽和化合物
が好ましい。またアクリル樹脂が共重合体の場合は、ランダム共重合体でもブロック共重
合体でもよい。本発明においては、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸アルキルエ
ステル、及びスチレンの共重合体を用いることがより好ましい。
【００７５】
　本発明において、アクリル樹脂の酸価は、１００ｍｇＫＯＨ／ｇ以上２００ｍｇＫＯＨ
／ｇ以下であることが好ましい。アクリル樹脂の酸価は、上記ポリウレタン樹脂の酸価と
同様の方法で測定した。アクリル樹脂のＧＰＣにより得られるポリスチレン換算の重量平
均分子量（Ｍｗ）は、３，０００以上１０，０００以下であることが好ましい。アクリル
樹脂の重量平均分子量は、上記ポリウレタン樹脂の酸価と同様の方法で測定した。アクリ
ル樹脂の含有量（質量％）は、インクの全質量を基準として、０．５質量％以上３．０質
量％以下であることが好ましい。更には、１．０質量％以上２．４質量％以下であること
がより好ましい。
【００７６】
　また、インク中のアクリル樹脂の含有量（質量％）が、ポリウレタン樹脂のインク全質
量を基準とした含有量（質量％）に対して、質量比率で０．５倍以上２．０倍以下である
ことが好ましい。この範囲にすることで、上記アクリル樹脂がポリウレタン樹脂の粘性を
低下させる作用がより効果的に発現する。上記の質量比率で０．５倍より小さいと、イン
クの吐出安定性の向上効果が十分に得られない場合がある。また、上記の質量比率で２．
０倍より大きいと、画像の堅牢性の向上効果が十分に得られない場合がある。
【００７７】
　＜水溶性有機化合物＞
　本発明のインクは水溶性有機化合物を含有することができる。インク中の水溶性有機化
合物の含有量（質量％）は、インク全質量を基準として、３．０質量％以上５０．０質量
％以下であることが好ましい。水溶性有機化合物としては、常温で液体のものでも固体の
ものでもよく、従来、一般的に用いられているものを何れも用いることができる。例えば
、アルコール類、グリコール類、アルキレン基の炭素原子数が２乃至６のアルキレングリ
コール類、ポリエチレングリコール類、含窒素化合物類、含硫黄化合物類などが挙げられ
る。これらの水溶性有機化合物は、必要に応じて１種又は２種以上を用いることができる
。本発明においては、上記水溶性有機化合物の中でも、ポリエチレングリコールを用いる
ことが好ましい。
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【００７８】
　（ポリエチレングリコール）
　本発明者らが検討したところ、インクにポリエチレングリコールを更に含有すると、上
記ポリウレタン樹脂によるカーボンブラック同士の密着作用が弱まり、インクの吐出安定
性が向上することが分かった。これは、ポリエチレングリコールの酸素原子とポリウレタ
ン樹脂の水素原子が水素結合することで、ポリウレタン樹脂の分子間相互作用が弱まり、
ポリウレタン樹脂の粘性が低くなるためである。したがって、本発明においては、更にポ
リエチレングリコールを用いることが好ましい。
【００７９】
　本発明において、インクの吐出安定性の観点から、インク中のポリエチレングリコール
の含有量（質量％）が、ポリウレタン樹脂のインク全質量を基準とした含有量（質量％）
に対して、質量比率で０．１倍以上２．０倍以下であることが好ましい。また、ポリエチ
レングリコールの数平均分子量は５００以上３，０００以下であることが好ましい。ポリ
エチレングリコールの数平均分子量は、インクを遠心分離し、その上澄み液を回収し、乾
燥させた後、重ＤＭＳＯに溶解し、カーボン核磁気共鳴法（１３Ｃ－ＮＭＲ）により測定
することで、ポリエチレングリコールの繰り返し数を算出することで測定することができ
る。
【００８０】
　＜水＞
　本発明のインクは水を含有することができる。水は脱イオン水（イオン交換水）を用い
ることが好ましい。インク中の水の含有量（質量％）は、インク全質量を基準として、５
０．０質量％以上９５．０質量％以下であることが好ましい。
【００８１】
　＜その他の成分＞
　本発明のインクは、上記の成分以外にも必要に応じて、トリメチロールプロパン、トリ
メチロールエタンなどの多価アルコール類や、尿素、エチレン尿素などの尿素誘導体など
、常温で固体の水溶性有機化合物を含有してもよい。更に、本発明のインクは、必要に応
じて、界面活性剤、ｐＨ調整剤、防錆剤、防腐剤、防黴剤、還元防止剤、蒸発促進剤、キ
レート化剤、上記一般式（１）～（３）で表される化合物以外の酸化防止剤、及び上記ポ
リウレタン樹脂以外の樹脂などの種々の添加剤を含有してもよい。
【００８２】
　［インクカートリッジ］
　本発明のインクカートリッジは、インクを収容するインク収容部を有し、前記インク収
容部に、本発明のインクが収容されてなるものである。インクカートリッジの構造として
は、インク収容部が、液体のインクを収容するインク収容室、及び負圧によりその内部に
インクを保持する負圧発生部材を収容する負圧発生部材収容室で構成されるものが挙げら
れる。又は、液体のインクを収容するインク収容室を持たず、収容量の全量を負圧発生部
材により保持する構成のインク収容部であるインクカートリッジであってもよい。更には
、インク収容部と記録ヘッドとを有するように構成された形態のインクカートリッジとし
てもよい。
【００８３】
　［インクジェット記録方法］
　本発明のインクジェット記録方法は、インクに熱エネルギーを作用させて記録ヘッドか
ら吐出させるインクジェット記録方法であり、本発明のインクを使用するものである。尚
、本発明における「記録」とは、記録媒体に対して本発明のインクを用いて記録する態様
、ガラス、プラスチック、フィルムなどの非浸透性の基材に対して本発明のインクを用い
てプリントを行う態様を含む。記録媒体としては、普通紙や、透気性支持体（紙など）上
に無機顔料及びバインダーを含有する多孔質性インク受容層を備えた、所謂、光沢紙が挙
げられる。本発明においては、特に普通紙に対して本発明のインクを用いた場合に、特に
本発明の効果が発揮されるため好ましい。
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【００８４】
　図１は、インクジェット記録装置の機構部の斜視図である。給紙を行う際には、まず給
紙トレイを含む給紙部において所定枚数の記録媒体が、給紙ローラと分離ローラから構成
されるニップ部に送られる。記録媒体はニップ部で分離され、最上位の記録媒体のみが搬
送される。搬送部に送られた記録媒体は、ピンチローラホルダＭ３０００及びペーパーガ
イドフラッパーに案内されて、搬送ローラＭ３０６０とピンチローラＭ３０７０とのロー
ラ対に送られる。搬送ローラＭ３０６０とピンチローラＭ３０７０とからなるローラ対は
、ＬＦモータの駆動により回転され、この回転により記録媒体がプラテンＭ３０４０上を
搬送される。
【００８５】
　画像形成する際には、キャリッジ部は記録ヘッドを目的の画像形成位置に配置させ、電
気基板からの信号に従って、記録媒体に対してインクを吐出する。インクジェット記録装
置においては、記録ヘッドにより記録を行いながらキャリッジＭ４０００が列方向に走査
する主走査と、搬送ローラＭ３０６０により記録媒体が行方向に搬送される副走査とを交
互に繰り返すことにより、記録媒体に画像を形成する。最後に、画像が形成された記録媒
体は、排紙部で第１の排紙ローラＭ３１１０と拍車とのニップに挟まれ、搬送されて排紙
トレイに排出される。
【００８６】
　図２は、ヘッドカートリッジＨ１０００に、インクカートリッジＨ１９００を装着する
状態を示す斜視図である。本実施形態のインクジェット記録装置は、イエロー、マゼンタ
、シアン、ブラック、淡マゼンタ、淡シアン、及びグリーンの各インクによって画像を形
成する。したがって、インクカートリッジＨ１９００も７色分が独立に用意されている。
上記において、少なくとも１種のインクとして、本発明のインクを用いる。そして、図２
に示すように、それぞれのインクカートリッジＨ１９００は、ヘッドカートリッジＨ１０
００に対して着脱自在となっている。尚、インクカートリッジＨ１９００の着脱は、キャ
リッジＭ５０００にヘッドカートリッジＨ１０００が搭載された状態で行うことができる
。
【実施例】
【００８７】
　以下、実施例及び比較例を用いて本発明を更に詳細に説明する。本発明は、その要旨を
超えない限り、下記の実施例によって何ら限定されるものではない。尚、以下の実施例の
記載において、「部」とあるのは特に断りのない限り質量基準である。
【００８８】
　＜顔料分散体の調製＞
　（顔料分散体Ａの調製）
　酸価が２００ｍｇＫＯＨ／ｇで重量平均分子量が１０，０００のスチレン－アクリル酸
共重合体を１０質量％水酸化カリウム水溶液で中和した。そして、比表面積が２１０ｍ２

／ｇ、ＤＢＰ吸油量が７４ｍＬ／１００ｇであるカーボンブラック１０部、中和したスチ
レン－アクリル酸共重合体２０部、及び水７０部を混合した。この混合物を、サンドグラ
インダーを用いて１時間分散した後、遠心分離処理を行って粗大粒子を除去し、ポアサイ
ズ３．０μｍのミクロフィルター（富士フイルム製）にて加圧ろ過を行った。上記の方法
により、カーボンブラックが樹脂によって水中に分散された状態の顔料分散体Ａを得た。
顔料分散体Ａの顔料の含有量は１０．０質量％、ｐＨは１０．０であり、顔料の平均粒子
径は１２０ｎｍであった。
【００８９】
　（顔料分散体Ｂの調製）
　５．５ｇの水に６０ｍｍｏｌの濃塩酸を溶かした溶液に、５℃に冷却した状態で４－ア
ミノフタル酸８．２８ｍｍｏｌを加えた。次に、この溶液の入った容器をアイスバスに入
れることで溶液を常に１０℃以下に保った状態にし、これに５℃の水９ｇに亜硝酸ナトリ
ウム２１．２ｍｍｏｌを溶かした溶液を加えた。この溶液を更に１５分間撹拌後、比表面
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積が２２０ｍ２／ｇのブラックパールズ８８０（キャボット製）６ｇを撹拌下で加えた。
その後、更に１５分間撹拌し、得られたスラリーをろ紙（商品名：東洋濾紙Ｎｏ．２；ア
ドバンティス製）でろ過した後、粒子を十分に水洗した。これを１１０℃のオーブンで乾
燥させ、自己分散カーボンブラックを調製した。更に、得られた自己分散カーボンブラッ
クに水を加え、水酸化カリウム水溶液でｐＨを１０．０に調整し、顔料の含有量が１０．
０質量％となるように分散させ、分散液を調製した。上記の方法により、カーボンブラッ
ク粒子表面に、カウンターイオンがカリウムであるフタル酸基が結合した自己分散カーボ
ンブラックが水中に分散された状態の顔料分散体Ｂを得た。尚、上記で調製した顔料分散
体Ｂの顔料の含有量は１０．０質量％、ｐＨは１０．０であり、顔料の平均粒子径は１２
０ｍであった。また、上述の方法で測定した表面電荷量は、０．３４ｍｍｏｌ／ｇであっ
た。
【００９０】
　（顔料分散体Ｃの調製）
　比表面積が２２０ｍ２／ｇ、ＤＢＰ吸油量が１１２ｍＬ／１００ｇであるカーボンブラ
ック５００ｇ、アミノフェニル（２－スルホエチル）スルホン４５ｇ、蒸留水９００ｇを
反応器に入れ、温度５５℃、回転数３００ｒｐｍで２０分間撹拌した。その後、２５質量
％の亜硝酸ナトリウム４０ｇを１５分間滴下し、更に蒸留水５０ｇを加え、６０℃で２時
間反応させた。得られた反応物を蒸留水で希釈しながら取り出し、固形分含有量が１５．
０質量％となるように調製した。更に、遠心分離処理及び精製処理を行い、不純物を除去
して、分散液（１）を得た。分散液（１）中のカーボンブラックは、表面にアミノフェニ
ル（２－スルホエチル）スルホンの官能基が結合した状態であった。この分散液（１）中
における、カーボンブラックに結合した官能基のｍｏｌ数を以下のようにして求めた。分
散液（１）中のナトリウムイオンを、プローブ式ナトリウム電極で測定し、得られた値を
カーボンブラック粉末当りに換算して、カーボンブラックに結合した官能基のｍｏｌ数を
求めた。次に、分散液（１）をペンタエチレンヘキサミン溶液中に滴下した。この際、ペ
ンタエチレンヘキサミン溶液を強力に撹拌しながら室温に保ち、１時間かけて分散液（１
）を滴下した。このとき、ペンタエチレンヘキサミンの含有量は、先に測定したナトリウ
ムイオンのｍｏｌ数の１～１０倍とし、溶液の量は分散液（１）と同量とした。更に、こ
の混合物を１８乃至４８時間撹拌した後、精製処理を行い、固形分含有量が１０．０質量
％の分散液（２）を得た。分散液（２）中のカーボンブラックは、表面にペンタエチレン
ヘキサミンが結合した状態であった。
【００９１】
　次に、重量平均分子量が８，０００、酸価が１４０ｍｇＫＯＨ／ｇ、多分散度Ｍｗ／Ｍ
ｎ（重量平均分子量Ｍｗ、数平均分子量Ｍｎ）が１．５であるスチレン－アクリル酸共重
合体を１９０ｇ秤量した。これに１，８００ｇの蒸留水を加え、樹脂を中和するのに必要
な水酸化カリウムを加えて、撹拌して樹脂を溶解することで、スチレン－アクリル酸共重
合体水溶液を調製した。次に、分散液（２）５００ｇを、上記で得られたスチレン－アク
リル酸共重合体水溶液中に撹拌下で滴下した。この分散液（２）及びスチレン－アクリル
酸共重合体水溶液の混合物を蒸発皿に移し、１５０℃で１５時間加熱して、乾燥させた後
、乾燥物を室温に冷却した。次いで、水酸化カリウムを用いてｐＨを９．０に調整した蒸
留水に上記で得られた乾燥物を加えて、分散機を用いて分散し、更に撹拌下で水酸化カリ
ウム水溶液を添加して、液体のｐＨを１０．０～１１．０に調整した。その後、脱塩、精
製処理を行って不純物及び粗大粒子を除去した。上記の方法により、カウンターイオンが
カリウムである樹脂が結合したカーボンブラックが水中に分散された状態の顔料分散体Ｃ
を得た。顔料分散体Ｃの顔料の含有量は１０．０質量％、ｐＨは１０．１であり、顔料の
平均粒子径は１３０ｎｍであった。
【００９２】
　（顔料分散体Ｄの調製）
　比表面積が２２０ｍ２／ｇのブラックパールズ８８０（キャボット製）２０ｇ、（（４
－アミノベンゾイルアミノ）－メタン－１，１－ジイル）ビスホスホン酸ナトリウム塩３
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．９ｍｍｏｌ、硝酸１１．１ｍｍｏｌ、及び純水２００ｍＬを、室温にてシルヴァーソン
混合機で６，０００ｒｐｍで混合した。３０分後、この混合物に少量の水に亜硝酸ナトリ
ウム１１．１ｍｍｏｌを溶解した溶液を添加し、更に混合した。添加・混合により温度が
６０℃に達した状態で、１時間混合した。その後、ｐＨを水酸化カリウム水溶液で１０．
０に調整した。３０分後、この溶液を、２０部の純水を用いて限外濾過し、更に、水を加
えて顔料の含有量が１０．０質量％となるように分散させ、顔料分散体を調製した。上記
の方法により、カーボンブラック粒子表面に、カウンターイオンがカリウムであるビスホ
スホン酸基が－Ｃ６Ｈ４－ＣＯＮＨ－（ベンズアミド構造）を含む原子団を介して結合し
た自己分散カーボンブラックが水中に分散された状態の顔料分散体Ｄを得た。上記で作製
した自己分散カーボンブラックの表面電荷量を前記のようにして測定したところ、０．２
５ｍｍｏｌ／ｇであった。尚、上記で調製した顔料分散体ＤのｐＨは１０．０であり、顔
料の平均粒子径は１２０ｎｍであった。
【００９３】
　（顔料分散体Ｅの調製）
　（（４－アミノベンゾイルアミノ）－メタン－１，１－ジイル）ビスホスホン酸ナトリ
ウム塩の添加量を５．３ｍｍｏｌ、硝酸の添加量を１５．１ｍｍｏｌ、亜硝酸ナトリウム
の添加量を１５．１ｍｍｏｌとした以外は上記（顔料分散体Ｄの調製）と同様にして、顔
料分散体Ｅを調製した。顔料分散体Ｅの顔料の含有量は１０．０質量％、ｐＨは１０．０
であり、顔料の平均粒子径は１２０ｎｍ、表面電荷量は０．３４ｍｍｏｌ／ｇであった。
【００９４】
　（顔料分散体Ｆの調製）
　（（４－アミノベンゾイルアミノ）－メタン－１，１－ジイル）ビスホスホン酸ナトリ
ウム塩の添加量を６．５ｍｍｏｌ、硝酸の添加量を１８．７ｍｍｏｌ、亜硝酸ナトリウム
の添加量を１８．７ｍｍｏｌとした以外は上記（顔料分散体Ｄの調製）と同様にして、顔
料分散体Ｆを調製した。顔料分散体Ｆの顔料の含有量は１０．０質量％、ｐＨは１０．０
であり、顔料の平均粒子径は１２０ｎｍ、表面電荷量は０．４２ｍｍｏｌ／ｇであった。
【００９５】
　（顔料分散体Ｇの調製）
　（（４－アミノベンゾイルアミノ）－メタン－１，１－ジイル）ビスホスホン酸ナトリ
ウム塩の添加量を６．７ｍｍｏｌ、硝酸の添加量を１９．１ｍｍｏｌ、亜硝酸ナトリウム
の添加量を１９．１ｍｍｏｌとした以外は上記（顔料分散体Ｄの調製）と同様にして、顔
料分散体Ｇを調製した。顔料分散体Ｇの顔料の含有量は１０．０質量％、ｐＨは１０．０
であり、顔料の平均粒子径は１２０ｎｍ、表面電荷量は０．４３ｍｍｏｌ／ｇであった。
【００９６】
　（顔料分散体Ｈの調製）
　（（４－アミノベンゾイルアミノ）－メタン－１，１－ジイル）ビスホスホン酸ナトリ
ウム塩の添加量を３．７ｍｍｏｌ、硝酸の添加量を１０．７ｍｍｏｌ、亜硝酸ナトリウム
の添加量を１０．７ｍｍｏｌとした以外は上記（顔料分散体Ｄの調製）と同様にして、顔
料分散体Ｈを調製した。顔料分散体Ｈの顔料の含有量は１０．０質量％、ｐＨは１０．０
であり、顔料の平均粒子径は１２０ｎｍ、表面電荷量は０．２４ｍｍｏｌ／ｇであった。
【００９７】
　（顔料分散体Ｉの調製）
　カーボンブラックの表面にビスホスホン酸基が結合した自己分散カーボンブラックとし
て市販されているＣａｂ－Ｏ－Ｊｅｔ４００（Ｃａｂｏｔ製）を水で希釈し、十分撹拌し
て顔料分散体Ｉを得た。顔料分散体Ｉの顔料の含有量は１０．０質量％、ｐＨは９．０で
あり、顔料の平均粒子径は１３０ｎｍ、表面電荷量は０．１９ｍｍｏｌ／ｇであった。
【００９８】
　（顔料分散体Ｊの調製）
　Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２の表面にベンゼンスルホン酸基が結合した自己分散顔
料として市販されているＣａｂ－Ｏ－Ｊｅｔ２６５Ｍ（Ｃａｂｏｔ製）を十分撹拌して顔
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料分散体Ｊを得た。顔料分散体Ｊの顔料の含有量は１０．０質量％、ｐＨは６．２であり
、顔料の平均粒子径は１０５ｎｍであった。
【００９９】
　＜ポリウレタン樹脂分散体の調製＞
　温度計、撹拌機、窒素導入管、還流管を備えた４つ口フラスコに、ポリイソシアネート
（Ａ部）、酸基を有さないポリオール（Ｂ部）、酸基を有するジオール（Ｃ部）、及びメ
チルエチルケトン（３００部）を仕込み、窒素ガス雰囲気下８０℃で６時間反応させた。
その後、鎖延長剤（Ｄ部）を添加し、ＦＴ－ＩＲによりイソシアネート基の存在が確認さ
れなくなるまで、８０℃で反応させた。反応後、表１に示した酸化防止剤を添加し十分に
攪拌した後、４０℃まで冷却してイオン交換水を添加し、ホモミキサーで高速撹拌しなが
ら、水酸化カリウム水溶液を添加した。この樹脂溶液を加熱減圧下でメチルエチルケトン
を留去し、樹脂の含有量が２０．０質量％であるポリウレタン樹脂分散体を得た。得られ
てポリウレタン樹脂の重量平均分子量は、何れも３０，０００より大きく１５０，０００
以下であった。得られたポリウレタン樹脂の酸価は、上記の測定方法より測定した。各ポ
リウレタン樹脂分散体の調製条件、酸化防止剤の種類及び含有量、ポリウレタン樹脂と酸
化防止剤の含有量比、ポリウレタン樹脂の酸価を表１に示す。尚、表中のＩＲＧＡＮＯＸ
５６５、ＩＲＧＡＮＯＸ３１１４、ＩＲＧＡＮＯＸ１１３５、ＩＲＧＡＮＯＸ１０１０、
ＩＲＧＡＮＯＸ１０３５、ＩＲＧＡＮＯＸ１０７６は何れも、ＢＡＳＦ製の酸化防止剤で
ある。また、表中の略称は以下の通りである。
ＩＰＤＩ：イソホロンジイソシアネート
ＨＭＤＩ：ジシクロヘキシルメタン４，４’－ジイソシアネート
ＨＤＩ：ヘキサメチレンジイソシアネート
ＰＰＧ：ポリプロピレングリコール（数平均分子量：２，０００）
ＰＴＭＧ：ポリテトラメチレングリコール（数平均分子量：２，０００）
ＰＣ：ポリカーボネートポリオール（数平均分子量：２，０００）
ＰＥＳ：ポリエステルポリオール（数平均分子量：２，０００）
ＤＭＰＡ：ジメチロールプロピオン酸
ＥＤＡ：エチレンジアミン
ＮＰＧ：ネオペンチルグリコール
ＢＨＴ：ジブチルヒドロキシトルエン
【０１００】
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【表１】

【０１０１】
　＜アクリル樹脂水溶液の調製＞
　表２に示す組成及び特性のアクリル樹脂（ランダム共重合体）を、１０．０質量％の水
酸化ナトリウム水溶液を用いて酸性基を中和し、更に、水を加えて樹脂の含有量が１０．
０質量％であるアクリル樹脂水溶液を調製した。尚、アクリル樹脂の酸価及び重量平均分
子量は、上記の測定方法より測定した。
【０１０２】
【表２】

【０１０３】
　＜インクの調製＞
　（インク１～４０の調製）
　上記で得られた顔料分散体、ポリウレタン樹脂分散体、アクリル樹脂水溶液を表３に示
す組合せで、下記各成分と混合した。尚、イオン交換水の残部は、インクを構成する全成
分の合計が１００．０質量％となる量のことである。
・顔料分散体（顔料の含有量は１０．０質量％）　　　　　　　　　　　３０．０質量％
・ポリウレタン樹脂分散体（樹脂の含有量は２０．０質量％）　　　　　　６．０質量％
・アクリル樹脂水溶液（樹脂の含有量は１０．０質量％）　　　　　　　　　　表３参照
・ポリエチレングリコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表３参照
・グリセリン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．０質量％
・ジエチレングリコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０質量％
・トリエチレングリコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０質量％
・アセチレノールＥ１００（界面活性剤：川研ファインケミカル製）　　　０．２質量％
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・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　残部
これを十分撹拌して分散した後、ポアサイズ３．０μｍのミクロフィルター（富士フイル
ム製）にて加圧ろ過を行い、各インクを調製した。
【０１０４】
【表３】

【０１０５】
　（インク４１の調製）
　特許文献２（特開２００９－２８７０１４号公報）の実施例１のインクを調製し、イン
ク４１とした。
【０１０６】
　＜評価＞
　本発明においては下記の各評価項目の評価基準において、ＡＡ～Ｂを好ましいレベルと
し、Ｃ及びＤを許容できないレベルとした。尚、下記の各評価は、熱エネルギーの作用に
より記録ヘッドからインクを吐出するインクジェット記録装置ＰＩＸＵＳ　ｉＰ３１００
（キヤノン製）を用いて行った。記録条件は、温度：２３℃、相対湿度：５５％、１滴あ
たりの吐出量：２８ｎｇ（±１０％以内）とした。また、上記インクジェット記録装置で
は、解像度６００ｄｐｉ×６００ｄｐｉで１／６００インチ×１／６００インチの単位領
域に約２８ｎｇのインクを１滴付与する条件で記録された画像を、記録デューティが１０
０％であると定義するものである。
【０１０７】
　（画像の堅牢性）
　上記で得られた各インクをインクカートリッジに充填し、上記インクジェット記録装置
に装着した。そして、ＰＰＣ用紙ＧＦ－５００（キヤノン製）に、太さ１／１０インチの
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縦罫線を記録した。記録から５分後に、得られた縦罫線に黄色ラインマーカーＯＰＴＥＸ
２（ゼブラ製）を用いてマーキングし、マーキング部の汚れを観察した。画像の堅牢性の
評価に際し、下記の評価基準に相当するサンプル画像Ａ～Ｃを作成した。そして、サンプ
ル画像Ａ～Ｃのどれに近いかを目視で観察することで、画像の堅牢性の評価を行った。具
体的には、サンプル画像Ａに近いものを、Ａ評価とした。評価結果を表４に示す。
Ａ：マーキング部が全く汚れていなかった
Ｂ：マーキング部がほとんど汚れていなかった
Ｃ：マーキング部が著しく汚れていた。
【０１０８】
　（インクを長期保存した時の画像の堅牢性の変化）
　上記（画像の堅牢性）の評価でマーキング試験を行った後の画像を（保存前のマーキン
グ試験の画像）とした。次に、上記で得られた各インクを条件１（７０℃、１０日間）及
び条件２（７０℃、２０日間）で保存し、その後、上記（画像の堅牢性）と同様にしてマ
ーキング試験を行い、（保存後のマーキング試験の画像）を得た。上記条件１及び条件２
のそれぞれのインクの保存条件について、長期保存前後でのマーキング試験の画像を目視
で比較することで、インクを長期保存した時の画像の堅牢性の変化を評価した。評価基準
は下記の通りである。評価結果を表４に示す。
ＡＡ：保存前後のマーキング試験の画像でマーキング部の汚れに変化が見られなかった
Ａ：保存前後のマーキング試験の画像でマーキング部の汚れに僅かな変化が見られた
Ｂ：保存前後のマーキング試験の画像でマーキング部の汚れに変化が見られたが、目立た
ないレベルであった
Ｃ：保存前と比較して保存後のマーキング試験の画像の方が、マーキング部が明らかに汚
れていた
Ｄ：保存前と比較して保存後のマーキング試験の画像の方が、マーキング部が著しく汚れ
ていた。
【０１０９】
　（インクの吐出安定性）
　上記で得られた各インクをインクカートリッジに充填し、キャリッジの走査速度が４０
ｉｎｃｈ／秒となるように改造した上記インクジェット記録装置に装着した。そして、Ｐ
ＰＣ用紙ＧＦ－５００（キヤノン製）に、４ドットで形成された縦罫線の画像を記録した
（吐出試験前の画像）。そして、１９ｃｍ×２６ｃｍのベタ画像（記録デューティ１００
％の画像）を、１０枚記録した後、改めて４ドットで形成された縦罫線の画像を記録した
（吐出試験後の画像）。吐出試験前後の画像について、それぞれパーソナル画像品質評価
システムＰｅｒｓｏｎａｌＩＡＳ（Ｑｕａｌｉｔｙ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ａｓｓｏ
ｃｉａｔｅｓ製）を用いて、縦罫線のラジェットネス値を測定し、更に縦罫線の画像を目
視で確認することで、インクの吐出安定性を評価した。尚、吐出試験前後での縦罫線のラ
ジェットネス値の差が小さい程、インクの吐出安定性が高いと評価する。また、上記試験
後に、光学顕微鏡を用いて記録ヘッドのヒーターボードを観察することで、コゲの発生の
有無を観察した。インクの吐出安定性の評価基準は下記の通りである。評価結果を表４に
示す。
ＡＡ：吐出試験前後でラジェットネス値の差が２未満であり、縦罫線の画像に変化はなか
った。また、コゲは全く発生していなかった
Ａ：吐出試験前後でラジェットネス値の差が２未満であり、縦罫線の画像に変化はなかっ
た。また、コゲが僅かに発生していた
Ｂ：吐出試験前後でラジェットネス値の差が２以上であり、縦罫線の画像に僅かな変化が
見られたが、目立たないレベルであった。また、コゲが堆積しない程度に発生していた
Ｃ：吐出試験の際のベタ画像に白スジやカスレが見られた
Ｄ：吐出試験の際に吐出しなくなった。
【０１１０】
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